
※（１）（２）について、複数ある場合は項目毎に対応の記載をお願いします。

※既に構想中、実施中のプロジェクトがある場合は、別途そのプロジェクト単独での提案も可能です。

公的不動産活用型PPP事業により災害対策に必要な資金を調達することも可能である。
　実績：流山市における防災備蓄倉庫整備事業

（１）自社の保有するスマートシティの実現に資する技術と実績等
※スマートシティの実現に資する技術については、別紙の（１）～（７）の技術分野への対応を記載ください

（３）その他

（２）（１）の技術を用いて解決する都市・地域の課題のイメージ
※課題については、別紙の（ア）～（シ）の課題分野への対応を記載ください

技術の概要・実績等
技術の
分野

解決する課題のイメージ
課題の
分類

■地震による「事業の中断」に備える
（１）順法性評価：既存建築物の順法性を調査し、改修の要否を評価する

実績　：民間施設（工場、倉庫等）において実績多数
（２）耐震診断　：既存建築物の耐震性能を評価する

実績　：民間施設（工場、倉庫等）において実績多数
（３）耐震改修　：既存建築物の耐震性能を向上させるための改修を実施する

実績　：民間施設（工場、倉庫等）において実績多数
（４）免震改修　：既存建築物を免震建物に改修（レトロフィット免震）する

実績　：郵便局庁舎、公共施設、事務所ビル等において実績あり
■「事業の中断」からの復旧を早める
（５）建物構造安全性情報提供サービス：地震直後に余震に対する安全性を評価し、施設管理者等に

通知するサービス
実績　：民間施設（工場）において実績あり

（６）陸・海電力コネクティングシステム：停電時に船の発電機からEVに電力を供給し、さらにEVから
建物に電力を供給するシシテム

実績　：超高層住宅（43階）でエレベータを稼働させる実験に成功
■地盤観測システム
（７）GENESIS：電力・通信網の整備されない山岳部や海岸線で安定的に地盤挙動を監視、データを

クラウドで共有
実績：一般財団法人日本建設情報総合センターの研究助成を受けて開発されたシステム

(6)

■災害（地震）に強い都市を実現するには、ハード、ソフトの両面から、発災前からの備えと発災後の対応が重要であ
る。（３）耐震改修や（４）免震改修はハード面における発災前の備えであり、（５）建物構造安全性情報提供サービス
や（６）陸・海電力コネクティングシステムは、ソフト面を中心とした発災後の対応である。
自治体では「公共施設等総合管理計画」で作成した固定資産台帳に基づき、旧耐震施設を中心に今後の利用計画を
検討する。引き続き利用する施設については（１）遵法性評価や（２）耐震診断を行い、耐震性能向上の要否を評価す
る。特に事業継続計画（ＢＣＰ）において災害対策本部を設置する予定の市庁舎や避難所に指定されている学校施設
等は優先的に評価を行い、必要な措置を実施する。
■発災後は（５）建物構造安全性情報提供サービスにより、各施設の余震に対する安全性に関する情報を把握し、円
滑な初動に活用する。情報の把握は遠隔地でも可能である。
（６）陸・海電力コネクティングシステムは市庁舎や避難所、病院や福祉施設等での電力確保に利用する。これにより
二次災害の防止や追加の災害対策の発生を抑制する。
■（７）地盤計測システムは土砂災害の予測を支援するデータを提供する。自家発電とパケット通信機能、域内無線
親局を備えた電力・通信制御部が地盤伸縮計や水位計、二方向傾斜計による計測データをクラウドサービスに連携
し、基準値を超えた場合は自動的に関係者に通知する。自治体防災部局での監視やデータ活用、関係機関との情報
共有が可能となり、円滑な防災対策に寄与する。

(ｳ)

スマートシティの実現に向けた技術提案書

○提案内容

○部局名・担当者・連絡先（電話及びメール）

25 日

三井住友建設株式会社

提出年月日： 9 月

提案団体名：

令和元年

部局名 担当者 連絡先（電話） 連絡先（メール）

サステナビリティ推進部 大山　信一 03-4582-3016 s.ohyama@smcon.co.jp

様式１

mailto:s.ohyama@smcon.co.jp


〒104-0051 東京都中央区佃二丁目1番6号
TEL ： 03-4582-3115

事業開発推進本部

https://www.smcon.co.jp/

一般的な事業継続計画（BCP）の策定～実施～評価～改善のサイクルは図の通りです。
BCMを継続的に改善するしくみとしてISO22301に基づく事業継続マネジメントシステム（BCMS）の構築を
おすすめします。

発生頻度が低く、経営に対する影響が大きなリスクに
対しては事業継続マネジメント（BCM）により備える
ことが必要です。
地震はBCMで備えるべきリスクのひとつですが、施設
のライフサイクルと地震の発生確率を考えると、地震
に備える時間は決して少なくありません。
この時間を有効に活用して適切な事業継続対策を
実施することをおすすめします。

事業継続の観点から事業所再編が必要となる
場合、事業所再編の円滑な実施と、再編後の迅速な
事業再開が求められます。
「研究開発機能移転サービス」は、研究開発機能を
有する事業所の再編に必要となる様々な業務を
一括して受託するサービスです。窓口を一本化する
ことでご担当者様の発注や調整業務の負担が軽減
できます。移転プロジェクトの全体工期を短縮でき、
移転後には試験機器の点検・校正・試運転までを
行い、移転に伴う業務停止期間を最少化します。

事業継続対策には費用がかかりますが、保有資産
を有効活用することで事業継続対策に必要な資金
を捻出する資産活用を支援します。

【実施例】流山市
流山市が所有する土地を活用した収益創出事業に
より創出した資金で、防災備蓄倉庫を整備しました。

事 業 継 続ソリューション

BUSINESS

S OLU T ION
CONTINUITY

事業継続対策

事業所再編支援 資産活用支援

防災対策事業（防災倉庫）

ご担当者様

窓口
一本化

三井住友建設

設計会社・建設会社

電気・水道・ガス

警備
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建築物の所有者は、その構造や内外装、設備、規模、用途や施設管理等について、所有期間を通じて法令遵守が求め
られています。建築物に関わる法令遵守は、利用者の安全性や利便性、快適性の確保に不可欠であるだけでなく、
不動産の売買、金融機関による融資審査、損害保険の付保など、事業活動の様々な場面でも求められます。

耐震診断は①建物利用者の生命、財産を守る、②建物周囲への被害を減らす、③建物の資産価値の維持・向上を
図る、などを目的に行います。
建築物の耐震改修の促進に関する法律（耐震改修促進法）では「耐震診断」を「地震に対する安全性を評価すること」
と定めています。具体的には、主に旧耐震基準（昭和56年以前）で設計された建物の耐震性を確認することです。
耐震診断の流れは以下の通りです。

耐震改修方法は大きく①強度向上型、②地震入力低減型（免震）、③地震エネルギー吸収型
（制振）があり、建築物に適した方法を採用します。

地震等の自然災害や事故による大規模停電時に、電気自動車（EV）のバッテリーから建物
に電力を供給することで、停電時における施設利用者のQOL（Quality of Life）の確保を
図るシステムが「EVリンク」です。

建物構造安全性情報提供サービス「ビルディング
レコーダー®」は、地震後速やかに「同規模の余震
に対する構造的な安全性を評価した情報（建物
構造安全性情報）」を提供するサービスです。

既存建物に免震装置を設置し、建物に
作用する地震力を低減する対策が免震
改修です。
免震改修には免震層の設置階により
基礎免震と中間階免震のふたつの方法
があります。

地震による“事業の中断”に備える “事業の中断”からの復旧を早める

遵法性評価

耐震診断

耐震改修

免震改修

ビルディングレコーダー®

EVリンク
山梨文化会館は建築家・丹下健三氏の代表作の一つで、丹下

作品第一号の免震化ビルとなりました。

【山梨文化会館】

【建物概要】
敷地面積：  3,858㎡
建築面積：  3,091㎡
延床面積：21,883㎡

No

No

Yes
不適合当時適合

No

Yes

適合

検査済証がある

Yes

Yes

Start

検査済証は
最新のものである

着工時以後の
改正法令等に
すべて適合

No
法適合状況調査 復元図面の作成

復元構造計算書の作成

既存不適格建築物 現行法適合建築物 現行法適合相当 既存不適格相当 不適合建築物

確認済証がある

耐震改修の型

強度

向上型

耐震要素を増設

することにより、

建物の強度を向上

させる

耐震壁の新設、増打

ブレースの新設

アウトフレームの増設

基礎免震

中間階免震

粘性耐震壁

極軟鋼アンボンドブレース

スリットダンパー

耐震改修構法 イメージ 実施例目的

基礎または中間階に

免震装置を設置し、

建物の揺れを低減

する

制振装置を設置し、

入力地震エネルギー

を吸収する

地震入力

低減型

（免震）

地震

エネルギー

吸収型

（制振）

第3次診断

第2次診断

第1次診断

構造図面復元

現地調査予備調査

建築物の概要

増改築の有無

設計図書の有無、等

各階平面図、立面図

断面図、伏図・軸組図

部材リスト等

建築形状、外観劣化

不当沈下、修繕履歴

コンクリート強度試験

コンクリート中性化試験、等

壁の多い建物に適した診断法

柱・壁の水平断面積から終局強度、経年等から構造耐震性能を

評価

※構造的に平面の偏心が大きい場合には別途検討が必要

柱・壁が混在している建物に適した診断法

梁が十分に強いと仮定し、柱・壁の終局強度、経年等から構造耐

震性能を評価

※袖壁・耐震壁の性能及び雑壁を適切に評価

構造骨組が、柱・梁（壁）で構成されている

建物に適した診断法

柱（壁）の強度とともに梁等の強度も考慮した終局強度、経年等

から構造耐震性能を評価

※袖壁・耐震壁の性能及び雑壁を適切に評価

設計図書

あり設計図書

なし

耐震診断のフロー

遵法性評価のフロー

耐震改修方法

免震改修実施例

想定される利用シーン

基礎免震

中間階免震

構造規模：SRC造、地下2階／地上8階
最高高さ：58.3m
竣 工 年：1966（昭和41）年 陸・海電力コネクティングシステム

陸・海電力コネクティングシステム

建物構造安全性情報提供サービス

地震
発生

システムの概要

地
震
に
よ
る
「
操
業
度
」
の
落
ち
込
み

操
業
度

建物のライフサイクル

EVリンク

EV

EV

EV

動力

非常時

病院や避難所への
電源供給

船舶電源供給

病院

電力搬送

電力搬送

電力搬送

動力 電灯

避難所

役所

本サービスは以下の利用シーンでその有効性を
発揮します。

①災害対策本部の設置の可否を判断する
②被災後に使用可能な建物を把握する
③複数建物の被災状況を迅速に把握する
④事業（営業）継続可能な建物を把握する
⑤避難の要否を判断する
⑥遠方から被災状況を把握する
⑦事業継続計画（BCPに組み込む）



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  



 
 

 

 

 
 

 

 













パンフレットに関するお問い合わせは下記まで

事業開発推進本部
〒104-0051　東京都中央区佃二丁目１番６号
TEL.03-4582-3115

公有地の
暫定的有効活用の
ご案内
公共施設等を総合的かつ計画的に管理するため、地方公共団体に対して将来を見据え
た「公共施設等総合管理計画」の策定が要請されています。「公共施設等総合管理計画
の策定にあたっての指針」では公共施設等の更新・統廃合・長寿命化等の実施方針が
求められており、その具体化の方法として民間の技術・ノウハウ、資金等を活用する
PPP/PFI の検討が求められています。
一方、計画を具体化する過程では一時的に空地が生ずることも予想されます。そこで短期的に生
じた公有地の空地を利用して、当提案メニューをご活用いただくことにより、資産の有効活用を
図ることができます。
弊社は公有地の暫定的な利活用のご提案及び運営事業者との調整を行います。

地方公共団体は公有地を有期で貸すだけ。
借地権は発生せず、初期投資や運営上のリスク負担等は基本的にありません。

民間企業
施設整備運営

地方公共団体
公有地

普通財産用地（5～10年の
暫定利用可能用地）

市民等

借地

一時使用
賃貸借契約

借地料

利用料

事業化方式

暫定利用用途決定のフロー
未利用地が
中心部にある

100坪
以上

（小規模）（小規模）

（郊外部）（郊外部）

（小規模）（小規模）

（短期）（短期）

（短期）（短期）

（短期）（短期）

事業期間が
5年以上ＹＥＳ ＹＥＳ

ＹＥＳ

ＹＥＳ

ＹＥＳ

ＹＥＳ

ＹＥＳ

ＮＯ

事業期間が
5年以上

ＮＯ

事業期間が
5年以上

ＮＯ

事業期間が
5年以上

ＮＯ

100坪
以上

ＮＯ

ＮＯ

住宅展示場

コインパーキング

乗馬クラブ

太陽光発電

貸し菜園

レンタルガレージ

レンタル収納スペース

コインパーキング

一
　
低

二
　
低

一
中
高

二
中
高

一
　
住

二
　
住

準
　
住

近
　
商

商
　
業

準
　
工

工
　
業

工
　
専

調
整
区
域

● ●

●● ● ●

●● ● ●

●● ● ●

●● ● ●

レンタル収納スペース ● ●

住宅展示場

フットサルコート

● ●

●

レンタルガレージ ●▲ ▲

●▲ ▲

●▲

※調整区域以外の区域では、採算的にほぼ不可能

（▲：300㎡以下）

（▲：2階以下）

（クラブハウスを設けるため）

（クラブハウス等を設ける場合は、第2種中高層住専以上から工業地域まで）

公共ＦＭ戦略の全体構想：見える化・量/質の見直し

施設の全体最適を行い、トップのリーダーシップを支える
出典：「公共施設ファシリティマネジメント戦略」日本ファシリティマネジメント推進協会（編集）　ぎょうせいを基に作成、一部加筆）

現在の施設群 将来の施設群 

現在余剰 現在余剰 
顕在・潜在 顕在・潜在 

将来余剰 将来余剰 

機能劣化 機能劣化 
耐震・環境 耐震・環境 将来付加 将来付加 

まちづくりまちづくり

これらの過程の
短期間空き地に 

計画的保全計画的保全 長寿命化長寿命化

暫定的な利活用
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暫定利用用途のメニュー短期間でどこでも事業化・収益性は立地によって

コインパーキング
暫定利用の事業的制約や民間企業の借地事業展開状況等から､有望と思われる土地
利用用途とその事業スケール（敷地規模・必要事業期間）を整理すると、以下のとおり
です。ここでは、3～10年の短期間で投資回収が可能な用途の概要をご紹介します。

●無人時間貸し有料駐車場(ここでは青空駐車タイプ）
●一般的には5～6台(40坪程度)から(都心部では2台程度でも事業化可能）
●500㎡以下は用途規制はなく、市街地なら全域で事業化可能
●場所によってはカーシェアリングや駐輪場併設も可能
●土地は一時使用賃貸借契約
（当初3年契約、以後1年毎契約更新が一般的）
【事業会社】三井不動産リアリティ㈱
（三井のリパーク）、
パーク24㈱(タイムズ）、
日本パーキング(NPC）等

人口15万人以上が目安

貸し農園
●様々な運営方式があるが、都市部では農具・サポータ－付きの貸し菜園が
多い～都市型事業

●200坪程度から。建物屋上利用もある
●用途規制上の制約は無し。クラブハウス等を設ける場
合は、第2種中高層住専以上から工業地域まで（地
方公共団体のご判断により異なる場合があります）

●土地は一時使用賃貸借契約
（当初３年契約、以後1年毎契約更新等）
【事業会社】㈱アグリメディア、東邦レオ㈱、
㈱スローライフ等
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集合住宅の集積地域

レンタルガレージ
●無人月極めコンテナ型有料駐車場、高級車や大型バイクの保管
●一般的には80坪程度から
●ガレージ設置は確認申請手続き必要
●単独車庫の扱いとなり、第1種中高層住居専用地域以上可能
●コインパーキングとの併設も可能
●土地は一時使用賃貸借契約
（当初7年契約、以後1年毎契約更新が一般
的。10年以上の場合は事業用定期借地契約
も可能）
【事業会社】稲葉製作所㈱、㈱ユーティライズ等

郊外で近隣に住宅がない場所

フットサルコート＋テニスコート

●5人プレーの＂ミニサッカー”
●コートは規模､仕様ともほぼテニスコート同様。時間で切り替えることも可
能(例：昼間テニス）
●2面分＝約1,000坪以上から。建物屋上利用もある
●クラブハウス等を設ける必要があるため、第2種中高層住専以
上から工業地域まで

（地方公共団体のご判断により異なる場合がありま
す）
●夜間照明や声援等,周辺への配慮必要
●土地は一時使用賃貸借契約
（当初10年契約、以後1年毎契約更新が一般的）
【事業会社】㈱ミズノスポーツサービス、
㈱東急スポーツシステム、㈱アディダス等
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集合住宅の集積地域

レンタル収納スペース
●収納スペースの月極め賃貸業(ここでは屋外型）
●一般的には80坪程度から
●コンテナ設置には確認申請手続き必要
●第2種中高層住居専用地域以上可能
●土地は一時使用賃貸借契約
（当初7年契約、以後1年毎契約更新が一般的。
10年以上の場合は事業用定期借地契約も可
能）
【事業会社】稲葉製作所㈱、
㈱ユーティライズ、㈱ストレージ王、
エリアリンク㈱等

駅近、ロードサイド、集客施設隣接等の立地

住宅展示場（ハウジングセンター）
●複数の戸建て住宅の展示場
●7棟以上展示できる広さ＝約1,000坪以上から
●事務所扱いとなるため、第2種中高層住居専用地域以上可能（地方公共団
体のご判断により異なる場合があります）

●展示住宅の仮設・本設の判断は地方公共団体の
ご判断により異なるため、確認申請が必要な場
合もあります

●土地は一時使用賃貸借契約
（当初6年契約、以後3年毎契約更新等）
【事業会社】㈱日経社ハビタ２１、
㈱サンフジ企画、(財)住宅生産振興財団等
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全域で事業化可能
併設も可能

等

の集積地域

設ける場
で（地
ます）

種中高層住専以

ま

体の
な場

暫定利用推進の
ポイント
土地利用期間が短期
事業化対象地の置かれている状況で異なりますが、一般的には
3～10年程度です。この期間で投資回収可能な事業であること
が求められます。
通常､初期投資の身軽な(撤退も楽な）､また客付きの早い事業
となります。

制約条件はさまざま
事業化対象となる公有地の敷地規模･立地条件・法的制約（用途
規制等）は様々です。これらの条件に合う開発用途・民間事業
主が必要となります。
また、公有地の活用であり、周辺の住環境や民業圧迫となら
ないような配慮が求められます。

外型）

的。
可

これらメニューのほか、貨物用コンテナを利
用したにぎわい施設があります。注目したい
のは代々木駅近くにある「代々木ビレッジ」。
予備校の旧校舎跡地を活用しています。コン
テナを積み上げた店舗形態が特徴。テナン
トは物販、飲食等の10店舗。
所在地：東京都渋谷区代々木1-28-9

50坪

敷地
規模

事業期間 5年 10年 15年 20年

100坪

1,000坪

2,000坪

1 コインパーキング
（30坪から/3年から）

4 貸し農園
（200坪から/3年から）

6 住宅展示場
（1000坪から/6年から）

参考：
・月極駐車場
・分譲マンション
・ショウルーム
・資材置き場　等

参考：乗馬クラブ
（3000坪から/15年から）

5 フットサルコート
（1000坪から/10年から）

参考：太陽光発電
（300坪から

（メガソーラーの場
合は5000坪から）
/20年から）

1

2 レンタルガレージ
3 レンタル収納スペース

（80坪から/7年から）

ー
年

住
坪

駐
マ
ル
置置 222

ー
年

住
0

車
ン
ル
きき

ー
年

住
0

車
ン
ル
きき



民間事業者による
防災備蓄倉庫整備促進事業

【PPP事業実施例 ①】

　流山市ファシリティマネジメント施策の事業者提案／PPP事業

千葉県流山市と民間事業者3社

［三井住友建設株式会社（東京都

中央区）、SMC商事株式会社（東京都

中央区）、イナバクリエイト株式会社

（東京都大田区）］は、流山市が公募した

「流山市ファシリティマネジメント 

施策の事業者提案／PPP事業」として、

「民間事業者による防災備蓄倉庫

整備促進事業（以下、本事業とします）」を

実施致しました。 

流
山
市

S
M
C
商
事
株
式
会
社

イ
ナ
バ
ク
リ
エ
イ
ト
株
式
会
社

利
用
者

市有地貸付契約

防災備蓄倉庫
購入・設置

収益創出事業

三井住友建設株式会社

民間事業者

防災
備蓄品

民間事業者 主な役割 

三井住友建設株式会社 本事業の企画提案および事業全体のコーディネーション 

SMC商事株式会社※1 流山市からの土地の賃借とイナバクリエイト株式会社への転貸
防災備蓄倉庫および防災備蓄品の調達と流山市への納入  

イナバクリエイト        
株式会社※2

SMC商事株式会社からの土地の転借と当該土地におけるレンタルガレージ事業の実施
防災備蓄倉庫の設置（確認申請および施工を含む）とSMC商事株式会社への納入  

■ 事業スキームおよび各社の役割

■ PPP事業とは 
PPP事業とは官（Public、地方自治体、国、公共機関等）と民（Private、民間企業、
NPO、市民等）が協業（Partnership）して事業を行うことで公共と企業等の利益を
共に創出する事業の総称です。
PPP事業は、大きく公共サービス型と公有資産活用型に分けられますが、本事業は今後
増加が予想される公有資産活用型のPPP事業に分類されます。 

事業の概略

※1 三井住友建設株式会社の100%子会社　
※2 株式会社稲葉製作所（東証一部上場、イナバ物置を全国展開）の100％子会社

自治体
（Public）

企業等
（Private）

レンタル
ガレージ利用契約

防災備蓄品
購入・納品

市有地転貸契約

防災備蓄倉庫
購入・設置

調達

公民
連携事業

公共の利益

企業等の利益

本事業は、流山市が所有する

土地を活用した収益創出事業

と、その事業で得た収益を

使った防災備蓄倉庫整備事業

を組み合わせた事業です。全体

のコーディネートは、三井住友

建設株式会社が行いました。

（Partnership）

防災備蓄倉庫
整備事業

1

2



1. 流山市は、市が所有する未利用の

土地を収益事業のためにSMC商事

株式会社に貸し付け、地代を得ます。

2. SMC商事株式会社は、流山市所有

の土地を借り受け、さらにイナバ

クリエイト株式会社に転貸し、イナバ

クリエイト株式会社は収益創出事業

（レンタルガレージ事業）を実施します。

■ PPP事業が求められる背景
日本の総人口は、2008年の1.28億人をピークに減少段階に入っており、多くの自治体において住民人口や世帯数が減少しています。
同時に、高齢化による扶助費（社会福祉、老人福祉、生活保護等の費用）の増加と公共施設およびインフラ（道路、橋、上下水道等）の老朽化
による維持管理費や更新費用の増加が発生または見込まれています。このため多くの自治体が、財政規模を適正化（縮小）しつつ、財政
需要の変化に対応しなければならない状況の中、一部の先進的な自治体ではファシリティマネジメントの導入や自治体が保有するPREを
戦略的に活用する動きがあります。
流山市もこのような先進自治体のひとつとして、2014年には総務部財産活用課内にファシリティマネジメント推進室を設置しました。
本事業は、ファシリティマネジメント推進室が事務局として公募を行ったものです。 

収益創出事業

事業当事者の取り組み
本事業を提案した三井住友建設株式会社は、建設会社の枠組みにとらわれない新たな事業領域の開発に取り組んでおります。FMや資産

有効活用のノウハウを活かし、今回公民連携事業（PPP）として実現しました。さらに、SMC商事株式会社が民間事業者側の窓口の役割

を担うことで、流山市のニーズに迅速かつ細やかな対応ができるよう体制を構築しました。

三井住友建設株式会社 事業開発推進本部 03-4582-3115
お問い合わせ先

1

1. 流山市は、    で得た地代を使って、

指定避難所に設置する防災備蓄倉庫

および防災備蓄品を調達しました。

2. 防災備蓄倉庫および防災備蓄品は

SMC商事株式会社が調達し、流山市

に納入しました。

3. 防災備蓄倉庫の設置は、イナバ

クリエイト株式会社が担当しました。

これにより公的不動産（Public Real 

Estate：PRE）を活用した資金調達から

防災備蓄倉庫設置までの一体的な事業

スキーム（表面参照）が実現し、流山市は

防災備蓄倉庫の整備を促進することが

できました。

防災備蓄倉庫整備事業2

1

1 収益創出事業（イナバボックス南流山店）

防災備蓄倉庫整備事業（西初石小学校）2


